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　 平成26年7月１日現在
県所管部課

電 話 番 号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 693,000 46.8%

2 116,500 7.9%

3 74,000 5.0%

4 72,000 4.9%

5 72,000 4.9%

その他 453,300 30.6%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成23年度 平成24年度 25

1,850,811 2,000,227 1,898,290

45.7% 48.0% 48.1%

442,160 380,582 419,672

10.9% 9.1% 10.6%

1,074,977 1,101,054 1,108,713

26.5% 26.4% 28.1%

686,250 688,007 518,223

16.9% 16.5% 13.1%

全体事業 4,054,198 4,169,870 3,944,898

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

所 在 地

代 表 者 名

神栖市大野原四丁目７番１号

日本トラスティ･サービス信託銀行㈱

事業１

代表取締役社長　替地享二（常勤）

ホームページＵＲＬ

資本金（基本財産）

主　　な
出資者

　鹿島セントラルホテルの経営，住宅団地や工業団地の造成事業等を通じて，鹿島地域の計画的な都市開発及び近
代的な生活環境整備を目的とする。

 弊社は昭和４４年創業以来，鹿島地域における都市機能の充実や生活環境の整備とあわせ，賑わいの拠点づく
りに努め，街づくりの拠点となるよう様々な事業を行って参りました。
　鹿島セントラルホテルにおきましては，消費税増税による価格上昇を極力抑え，安価な商品づくりと高品質な商
品・サービスの提供に努めるほか，豊富な県産品を活用したメニューをご用意し，皆様のご利用をお待ちしており
ます。
　また，その他の事業におきましても，これまでの地域のインフラ整備をはじめとし，各種生活関連施設の効率的
な管理運営により地域社会に貢献するとともに，地域の皆様に親しまれる企業を目指して参ります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年２月　代表取締役社長　替地　享二

ホテル事業

不動産事業

事業３

　下水道施設，温浴施設，給食センターなど快適で
潤いのある暮らしを支える公共施設の管理を受託し
ている。

鹿島都市開発株式会社

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合

事業２

　鹿島セントラルビルでの事務所及び店舗の賃貸に
より業務機能の提供を図るとともに，宅地の分譲・
販売等，市街地の形成を通じ，鹿島地域の都市基
盤の整備を行っている。

鹿島都市開発株式会社
［法人の概要］

内　　　　　　　　　　　　容

㈱筑波銀行

事　　　業　　　名

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

企画部事業推進課

０２９９－９２－３５５１

http://www.ektk.jp

昭和44年7月7日

施設管理事業

㈱常陽銀行

出資比率

鹿島都市開発㈱役員持株会

　鹿島のシンボルとして建設した鹿島セントラルホテ
ル新館・本館，さらには温泉施設などの経営を通じ
て，都市機能の充実を図り，賑わいの場や快適で安
らげる場を提供している。

茨城県

soumu@ektk.jp

1,480,800

その他
事　業

　住みよい地域づくりのため環境整備事業などの設
計・施工監理や鹿島開発に係る開発財産等の管理
業務を受託している。その他に鹿島セントラルモー
ルの管理を受託し，市民や企業等への情報提供や
各種催しを行っている。

○
全体割合

指定管理者

全体事業に占める割合

事業1～3以外

全体事業に占める割合

平成 年度
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企業会計用

[経営状況] 鹿島都市開発株式会社 (単位：千円）　
増減数

売上高 △ 224,972

売上原価 △ 136,416

売上総損益金額 △ 88,556

販売費及び一般管理費 10,668
うち役員人件費(原価計上分含む) △ 179
うち職員人件費(原価計上分含む) △ 13,489

営業損益金額 △ 99,224

営業外収益 △ 7,626
営業外費用 △ 13,568

△ 93,282
51,311
34,458

△ 5,243
△ 71,186
△ 503,250

14,050
△ 517,300

0
△ 715,758

△ 121,661

△ 8,106
△ 594,097
△ 585,268

212,508
0

212,508
補助金 0
委託料 △ 20,278

0
0

合　　　計 △ 20,278

財政的関与の割合（％） 0.4
0

△ 245,894

合　　　計 △ 245,894

増減P
1.5
0.6
1.1
0.0

△ 2.1
31.4
4.9

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

2 0 1 1 0 1 1 0 1 0
13 3 0 13 3 0 13 3 0 0

計 15 3 1 14 3 1 14 3 1 0
管理職 42 0 0 44 0 0 52 0 0 8
一般職 182 0 0 188 0 0 181 0 0 △ 7

91 85 86 1
計 315 0 0 317 0 0 319 0 0 2

16.7 千円
年

千円

区　　　　　　分

法人税・住民税・事業税

うち短期借入金

うち長期借入金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

算式等

貸
借
対
照
表

資産

繰延資産

特別利益

プロパー職
員平均勤続

年数

人件費／売上高

嘱託・臨時職員等
職員

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

非常勤理事・監事

借入金比率

売上高経常利益率
総資産回転率

販売管理費比率

0
0

固定負債

流動負債

固定資産

利益剰余金等

純資産 △ 5,711,798

その他（分担金・負担金・出資金等）

△ 7,192,598

15,993
26,621

売上高／総資産
経常利益／売上高

当
期

流動資産／流動負債　
借入金残高／総資本　

2,344

10,186,308

資本金

15,548

平成23年度

397,467
228,044

30,043

951,719

3

～20代 30代 40代

35 53 75 67

50代 60代

増減理由

-5.4%
0.7

-4.2%

役員

　

226.0%
176.2%

194.6%

７月１日現在の人数
平成24年

常勤理事・監事

流動比率

9,066,934

-2.3%

平成26年

2.5%4.6%

増減数

0.7

9,558,722

192.8%
173.5%

平成23年度
30.8%

平成25年

171.2%

5.6%

3.8%
0.7

9,312,828

431,894

6.0%

平成24年度
31.7%

0
16.1%

9,066,934

0

0
15.7%

440,000

△ 5,419,944
1,480,800

655,902

10,884,747

691,463
0

17.1%
691,463

440,000

6,124,668

0

当期純損益金額

1,789,838
4,290,075

132,660

負債

流動資産 1,834,593

798,050

1,803,888

0
3,641,575

11,836,466
919,711

0

4,158,875

損
益
の
状
況

4,054,198

現金・預金の増
減価償却による減

経常損益金額

特別損失 142,445

154,928

635,624

9,854,849
9,746,308

1,480,800

0 0
655,902

△ 6,900,744
0

1,480,800

9,161,040
△ 5,207,436

1,313,234

0

平成24年度

291,854

234,960

201,976

108,093

10,652,899

10,448,946

191,348
122,521

8,023

169,423
1,238,928

0
11,368,657

7,587

5,948,713

増減理由
震災復興関連の減
売上と連動して減
水道光熱費等の増

8,219

3,944,898

広告宣伝費振替による増

3,656,731

平成25年度

賞与及び退職引当金の減1,299,745

4,169,870
3,743,602

224,292
7,844

426,268 337,712
3,607,186

102,752

159,404

8,367
13,053

34,458

98,066

5,445,463
220,668

2,344
長期未払金一括返済清算金

受取利息の減
支払利息の減

原発事故風評被害賠償金

未払費用の減

635,624

借入金返済による減

震災復興関連工事の減

△ 6,688,236

借入金残高（期末）
9,312,828

33.1%人件費比率
主要経営指標

県
財
政
関
与
状
況

貸付金

0
9,558,722

0

備　考

5.4%

平成25年度

自己資本利益率
販売費・一般管理費／売上高　

当期利益/自己資本

１名のため個人情報となる報酬は非公開

常勤役員平均報酬(年額)

4,344.5
233 42.6 歳

プロパー職員平均給与(年額)

合計 平均年齢
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効率性
業務の適正を確保す

るためコンプライアンス
規程を作成している。

また，公認会計士に
よる会計監査により業
務監査体制の強化を
図っている。

更にホームページに
おいて財務状況の他，
中期経営計画等を掲
載し情報公開を図って
いる。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体制
が適切に整備･運用され,かつ情報
公開による透明性の確保が適切
か

経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直しが
行われているか

財務健全性

震災復興関連の需要
も一段落し，業務量に
応じた人員配置などに
より人件費は減少した
が，一方で，燃料費や
電気料の高騰により経
費が増加したことによ
り，経常利益が減少し
た。

今後も業務量に応じ
た適切な人員配置とコ
スト管理を徹底し，収
益性の向上に努めて
いく。

前年に引き続き積極
的に各種チケット等の販
売を実施するほか，（一
財）民間都市開発推進
機構への長期未払金の
一括返済により金利の
軽減を図るなどし，当期
利益で８期連続黒字を
確保した。

今後も長期借入金の
返済，債務超過の計画
的解消に向けて確実に
利益を確保できるよう努
めていく。

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれてい
るか

財務健全性

《評価の視点》

平成２２年度に新中期
経営計画を策定し，目標
達成に向けて計画と実
績の差異の分析を行っ
ている。

また，アンケート等によ
り顧客の意見・要望等を
把握し，サービスの向上
に努めている。

債務超過

13 20

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用され
ているか

効率性

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

129

65%

63%

47 75%

借入金依存度

財務健全性

得点率

60%

95%

90%

19

評点

12

企業会計用

鹿島都市開発株式会社

警　戒　指　標

満点

20

20198

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計 9974

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

2018

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

評価項目数

計画性

10

9

今後の事業展開の方向

  新しい鹿島地域の都市づくり，賑わいづくり，より豊かな生活環境の整備という従来の役
割を果たしながら,地域企業との連携により，これまで以上に地域と一体となり，地域に貢
献する企業としての発展に努めていく。
  また，全社一丸となった売上拡大への取組強化，コスト意識の徹底等により確実に利益を
確保し，長期借入金の返済，債務超過の計画的解消に努めていく。

鹿島セントラルビルの
運営を通じて鹿島地域
のビジネス及び賑わい
の拠点として，また公共
施設の維持管理業務や
道路・下水道などのイン
フラ整備に関するコンサ
ルタント業務を受託する
ことで街づくりの中核的
役割を担っており，設置
目的に適合している。

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健

全性
効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

　鹿島地域の都市づくり
の一翼を担い，生活環境
整備や公共施設の管理運
営の受託のほか，商業・
業務の拠点施設である鹿
島セントラルビルを運営
している。
　引き続き，設立目的に
合致した事業を展開して
いくとともに，経営環境
の変化に応じた事業内容
の見直しや事業の効果測
定の実施などに努める必
要がある。

　平成２２年度から平成
２６年度までの５年間を
計画期間とする中期経営
計画を策定しているほ
か，提供するサービス等
に対する顧客満足度及び
顧客ニーズの把握に努め
ている。
　引き続き，宿泊稼働率
やホテル利用者数の向上
など，目標の達成に向け
て経営改善に努める必要
がある。

　公認会計士の会計経
理業務への関与，職員
の人材育成や能力開
発，コンプライアンス
の確保，事業内容や財
務情報等の公表拡大な
どに努めている。
　引き続き，リスク管
理体制の十分な整備な
ど組織運営健全性の確
保に努める必要があ
る。

　燃料費や電気料等の
上昇により経費が増と
なったものの，売上の
維持，拡大や効率的な
運営体制などによるコ
スト削減により，収益
の確保に努め，県借入
金の残高を着実に減少
させている。
　引き続き，採算性，
収益性の向上に努める
必要がある。

　東日本大震災や原子力
発電所事故による風評被
害の影響が残る中，経営
の効率化や全社一丸と
なった営業努力等に努
め，前年度に比べ経常利
益は減少したものの，８
期連続で当期利益を計上
し債務超過額を減少させ
ている。
　引き続き，財務の健全
性の向上に努める必要が
ある。

　売上拡大や経費削減などの経営改善努力により，平成１８年度以降，毎年度黒字を計上してお
り，平成２５年度についても，東日本大震災や原子力発電所事故による風評被害の影響が残る
中，経営の効率化に一層努めたことなどから８期連続で黒字を計上している。
　引き続き，売上拡大への取り組みを強化し，当期利益の確保に努めることで，債務超過額の計画
的な解消と県からの借入金の着実な償還を図っていくとともに，経営の安定化に向け，経営のあり
方等将来を見据えた検討を行っていく必要がある。

効率性目的適合性 財務健全性

事
業
成
果

施設利用客数
（販売客室数）

168,470

H26目標値単位 H23実績

計画性

健
全
性

経常利益 千円

売上高総利益率 ％

71,144

組織運営健全性

指　　標　　名 H24実績

取組みを強化すべき視点 目的適合性

77,500

施設利用客数
（温泉利用者数）

人 169,832

75,90074,771 96.6%73,352

法人担当課の意見

25 H25実績 達成度(%)

［経営目標］

室

区分

経
営
目
標 9.0%

161,024 94.1%

191,347

9.8% 10.2% 95.6%8.6%

154,928

171,100

8.7%

764

組織運営健全性

166,515

120,859 98,066 81.1% 114,473

1,782

総合的所見等
に係る対応

  法人は，引き続き，各事業とも売上拡大や経費削減に努め，経常利益の確保に取り組んでいく。
　ホテル事業については，宿泊部門において，インターネット等の宿泊予約サイトの活用を促進す
るとともに，夏休み・年末年始など季節に応じた宿泊プランやスポーツ関連宿泊プランなどの提供
により，土日祝日の稼働率向上を図っていく。
　また，レストラン・宴会部門については，平成２５年度に策定した収支改善策に基づき，競争入札
の拡大により，品質を確保しながら，低価格の仕入れを徹底するとともに，社員及びパート・アルバ
イトを含めた人員体制の見直し等により，効率的な人員体制を確立するほか，リーフレットの発行
やブライダルイベントの実施方法の見直しにより，費用対効果に優れた広告宣伝活動を実施する
など，経費の削減を図っていく。
　また，これらの取組については，平成２６年度から平成２８年度までの３年間で着実に実施し，早
期の収支改善に努めていく。
　県としては，これら法人の取組が円滑に実施されるよう，引き続き指導し，経営の安定化を図って
いく。

効率性 財務健全性計画性

総合的所見等

　平成２５年度はホテル事業及び設計管理事業の減収などにより全体として経常利益は９８百万円
（前期比４８．４パーセント減）となり，特別利益として原発事故風評被害賠償金１５９百万円を計上
するなどにより，当期純利益は２２１百万円（同２４．４パーセント減）を計上した。
　ホテル事業の売上高は，宿泊部門で４８３百万円（同２．４パーセント減），レストラン・宴会部門で
１，０３５百万円（同５．９パーセント減）となっており，事業全体でも減収・減益となった。レストラン・
宴会部門については，収支改善策が策定されたことから，改善策の実践と早期の改善に努められ
たい。

室 818

1,773

787

1,8301,677 94.1%

平均目標達成度 93.0%

791 96.6% 852

職員１人当たりの施設利
用室数（温泉）

人 1,952

職員１人当たりの施設利
用室数（宿泊）効

率
性

改善の余地あり概ね良好 改善措置が必要

目標値H

大いに改善を要する
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